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告 示

北海道告示第185号
次のとおり一般競争入札（以下 ｢入札｣ という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定
める政令（平成７年政令第372号）の適用を受ける。
　　令和８年４月14日
	 北海道知事　鈴　木　直　道
１　入札に付する事項
⑴　調達をする物品等の名称及び数量
　　テレワーク・インターネット環境構築に係る道専用機器の賃貸借　一式（１月当たり
の単価）

⑵　調達をする物品等の仕様等　　入札説明書及び仕様書による。
⑶　契 約 期 間　�　令和９年３月１日から令和14年２月29日まで

　　　　　　　　　　　　　�　なお、この契約は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第
234条の３に規定する長期継続契約であるので、この契約に要
する経費の歳入歳出予算の減額又は削除があった場合には、こ
の契約を解除することができる旨の特約を付している。

⑷　履 行 場 所　　入札説明書及び仕様書による。
２　入札に参加する者に必要な資格

次のいずれにも該当すること。
⑴　令和８年度に有効な道の競争入札参加資格のうち情報システムの開発の資格を有する
こと。

⑵　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
⑶　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていな
いこと。

⑷　当該調達をする物品等に関し、仕様を満たす製品の供給が可能であること。
３　条件付一般競争入札参加資格の審査
⑴　この入札は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５の２の規定によ
る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の⑷に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければならな
い。
ア　申 請 の 時 期　�　令和８年４月14日（火）から同年５月15日（金）まで（日曜

日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178
号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時から午後５時ま
で

イ　申 請 の 方 法　�　申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな
ければならない。

ウ　申請書類の提出先　�　郵便番号 060−8588　札幌市中央区北３条西６丁目
　　　　　　　　　　　　北海道総務部イノベーション推進局情報政策課

⑵　審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４　契約条項を示す場所

北海道総務部イノベーション推進局情報政策課
５　入札執行の場所及び日時
⑴　入 札 場 所　�　札幌市中央区北３条西６丁目　北海道庁本庁舎３階テレビ会

議室（送付による場合は、郵便番号 060−8588　札幌市中央区
北３条西６丁目　北海道総務部イノベーション推進局情報政策
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課）
⑵　入 札 日 時　�　令和８年５月26日（火）午前10時（送付による場合は、同月

25日（月）午後５時までに必着）
⑶　開 札 場 所　　⑴に同じ。
⑷　開 札 日 時　　⑵に同じ。
６　入 札 保 証 金

平成16年北海道告示第448号の１の⑴による。
７　入札説明書の交付に関する事項
⑴　交 付 場 所　　４に同じ。
⑵　交 付 方 法　　⑴の場所で交付する。
　　　　　　　　　　　　　�　なお、電子メール送信による交付を希望する場合は、契約

に関する事務を担当する組織に電子メール（アドレス：net.
info@pref.hokkaido.lg.jp）で申し込むこと。

８�　落札者の決定方法及び契約書作成の要否
�　落札者の決定方法は次によることとし、契約書の作成は要する。（落札者は、落札決定
後速やかに契約の締結方法について、書面で行うか契約内容を記録した電磁的記録で行う
かを申し出ること。）
�　北海道財務規則（昭和45年北海道規則第30号）第151条第１項の規定により定めた予定
価格（１月当たりの単価）の制限の範囲内で最低の価格（１月当たりの単価）をもって入
札（有効な入札に限る。）をした者を落札者とする。
９　落札者と契約の締結を行わない場合
　�　落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を
講ずることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。
10�　そ の 他
　�　平成16年北海道告示第448号の４の⑵、⑶、⑻、⑾、⑿及び⒁から⒃までによるほか、
次による。
⑴　入札金額等に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の取扱い
　　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額（１月当たりの単価）に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、そ
の端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札に参加する者は、消
費税等に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の
110分の100に相当する金額（１月当たりの単価）を入札書に記載すること。
⑵　契約に関する事務を担当する組織
ア　名 称　　北海道総務部イノベーション推進局情報政策課
イ　所 在 地　　郵便番号 060−8588　札幌市中央区北３条西６丁目

ウ　電 話 番 号　　011−204−5285
11　Summary
　A　�Nature and quantity of the services to be procured : Lease of Telework and 

Networking Equipment for Hokkaido Government
　B　�Bid tendering date and time : 10 : 00 A.M., May 26, 2026
　　　(If mailed, bids must arrive no later than 5 : 00 P.M., May 25, 2026)
　C　�Contact : Information Policy Section, Bureau of Innovation Promotion, Department 

of General Affairs, Hokkaido Government, Kita 3-jo Nishi 6-chome, Chuo-ku, Sapporo 
060-8588 Japan

　　　Phone : 011-204-5285
　
北海道告示第186号
地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項の規定により、一般競争入

札に参加する者に必要な資格を定めた。
なお、この資格に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定

める政令（平成７年政令第372号）の適用を受ける。
　　令和８年４月14日
	 北海道知事　鈴　木　直　道
１　資格及び調達をする物品等の種類
�　令和８年度において道が締結しようとする⑴に定める契約に係る一般競争入札に参加す
る者に必要な資格は、⑵に定めるものとし、当該契約により調達をする地方公共団体の物
品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第２条第３号に規定する物品等の種類
は、⑶に定めるものとする。
⑴　契 約　�　令和８年４月14日に一般競争入札の公告を行う北海道指定庁

舎等で使用する電力（業務用Ａ）の需給契約
⑵　資 格　　電力の需給契約に関する資格（以下「資格」という。）
⑶　物 品 等 の 種 類　　電力

２　資 格 要 件
　平成16年北海道告示第447号の１の⑴、⑶及び⑸から⑼までによるほか、次による。
⑴　電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条第１項第３号に規定する小売電気事業者
であること。

⑵　資格審査の申請をする日の直前１年間に、高圧（6,000ボルト以上）電力で、１件の
契約が50kW以上の電力供給実績があること。

⑶　資格審査の申請をする日の直前２年間に、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関
する特別措置法（平成23年法律第108号）第34条第４項の規定による納付すべき金額を
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納付していない旨の公表をされたことがない電気事業者であること。
⑷　北海道の電力の調達契約に係る環境配慮入札の試行に関する要綱（平成28年10月31日
付け総務第2762号）の第５の環境配慮審査基準に適合する者であること。

３　資 格 要 件 の 特 例
　　平成16年北海道告示第447号の２の⑶による。
４　資格審査の申請の時期、申請書類の入手方法及び申請の方法
⑴　申　請　の　時　期　�　資格審査の申請は、令和８年４月14日（火）から同年５月７

日（木）まで（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律
（昭和23年法律第178号）に規定する休日を除く。）の毎日午
前９時から午後５時までの間にしなければならない。

⑵　申請書類の入手方法　�　資格に関する事務を担当する組織で交付する。
　　　　　　　　　　　　　�　なお、北海道総務部イノベーション推進局財産活用課の

ホームページ（https://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/zsk/114999.
html）においてダウンロードすることができる。

⑶　申　請　の　方　法　�　資格審査の申請は、資格に関する事務を担当する組織に、当
該担当する組織の指示により作成した申請書類を提出すること
により行わなければならない。

５　資格審査の再申請並びに資格の有効期間及び当該有効期間の更新手続並びに資格の喪失
　�　平成16年北海道告示第447号の３の⑴のアからウまで及び⑵、４の⑴及び⑶並びに５の
⑵による。
６　資格に関する事務を担当する組織
⑴　名 称　　北海道総務部イノベーション推進局財産活用課
⑵　所 在 地　　郵便番号 060−8588　札幌市中央区北３条西６丁目
⑶　電 話 番 号　　011−204−5120

　
北海道告示第187号
次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定
める政令（平成７年政令第372号）の適用を受ける。
　　令和８年４月14日
	 北海道知事　鈴　木　直　道
１　入札に付する事項
⑴　調達をする物品等の名称及び数量

北海道指定庁舎等で使用する電力（業務用Ａ）
ア　業務用電力（一般）

ア　基本料金	 （契約電力１kW当たりの単価）	 4,073kW
イ　電力量料金	 （使用電力量１kWh当たりの単価）	 8,035,500kWh

イ　業務用電力（休日平日別）
ア　基本料金	 （契約電力１kW当たりの単価）	 1,191kW
イ　電力量料金（平日）	 （使用電力量１kWh当たりの単価）	 2,401,400kWh
ウ　電力量料金（休日）	 （使用電力量１kWh当たりの単価）	 612,100kWh

ウ　業務用電力（時間帯別）
ア　基本料金	 （契約電力１kW当たりの単価）	 251kW
イ　電力量料金（昼間）	 （使用電力量１kWh当たりの単価）	 221,500kWh
ウ　電力量料金（夜間）	 （使用電力量１kWh当たりの単価）	 191,800kWh

⑵　調達をする物品等の仕様等　　入札説明書による。
⑶　契 約 期 間　　令和８年７月１日から令和９年６月30日まで
⑷　納 入 場 所　　入札説明書による。

２　入札に参加する者に必要な資格
令和８年北海道告示第186号に規定する電力の需給契約に関する資格を有すること。

３　契約条項を示す場所
北海道総務部イノベーション推進局財産活用課

４　入札執行の場所及び日時
⑴　入 札 場 所　�　札幌市中央区北３条西７丁目　北海道庁別館西棟４階７号会

議室（送付による場合は、郵便番号 060−8588　札幌市中央区
北３条西６丁目　北海道総務部イノベーション推進局財産活用
課）

⑵　入 札 日 時　�　令和８年６月１日（月）午前10時（送付による場合は、同年
５月29日（金）までに必着）

⑶　開 札 場 所　　⑴に同じ。
⑷　開 札 日 時　　⑵に同じ。

５　入 札 保 証 金
平成16年北海道告示第448号の１の⑴による。

６　入札説明書の交付に関する事項
⑴　交 付 場 所　　３に同じ。
⑵　交 付 方 法　　⑴の場所で交付する。

　　　　　　　　　　　　　�　なお、北海道総務部イノベーション推進局財産活用課の
ホームページ（https://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/zsk/）に
おいてダウンロードすることができる。

７　落札者の決定方法及び契約書作成の要否
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　�　落札者の決定方法は次によることとし、契約書の作成は要する。（落札者は、落札決定
後速やかに契約の締結方法について、書面で行うか契約内容を記録した電磁的記録で行う
かを申し出ること。）
　�　全ての入札金額（円単位（小数点第２位まで）の単価）が北海道財務規則（昭和45年
北海道規則第30号）第151条第１項の規定により定めたそれぞれの予定価格（単価）の制
限の範囲内である入札（有効な入札に限る。）をした者のうち、入札書記載の入札総価額
（各入札金額（円単位（小数点第２位まで）の単価）にそれぞれの予定数量を乗じて得た
額の合計金額）が最低であるものを落札者とする。
８　落札者と契約の締結を行わない場合
　�　落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を
講ずることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。
９　そ の 他
　�　平成16年北海道告示第448号の４の⑵、⑶、⑻、⑾、⑿及び⒁から⒃までによるほか、
次による。
⑴　入札金額等に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の取扱い
　　入札書に記載する金額は、消費税等に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、消費税等を含めた金額（円単位（小数点第２位まで）の単価）とすること。
⑵　契約に関する事務を担当する組織
ア　名 称　　北海道総務部イノベーション推進局財産活用課
イ　所 在 地　　郵便番号 060−8588　札幌市中央区北３条西６丁目
ウ　電 話 番 号　　011−204−5120

10　Summary
　Ａ　�Nature and quantity of the products to be procured : Electricity for the designated 

buildings of local agency of Hokkaido Government (Ａ)
a　Contract type : Commercial power (standard)
⒜　A basic charge per kW, The estimated electricity contract 4,073kW
⒝　A unit price per kWh, The estimated electricity for the year 8,035,500kWh
b　Contract type : Commercial power (by holiday weekday)
⒜　A basic charge per kW, The estimated electricity contract 1,191kW
⒝　A unit price (weekday) per kWh,The estimated electricity for the year 2,401,400kWh
⒞　A unit price (holiday) per kWh,The estimated electricity for the year 612,100kWh
c　Contract type : Commercial power (by timezone)
⒜　A basic charge per kW, The estimated electricity contract 251kW
⒝　A unit price (daytime) per kWh,The estimated electricity for the year 221,500kWh
⒞　A unit price (nighttime) per kWh, The estimated electricity for the year 191,800kWh

　Ｂ　�Bid tendering date and time : 10 : 00 A.M., June 1, 2026
　　　(If mailed, bids must arrive no later than May 29, 2026)
　Ｃ　�Contact : Prefectural Property Utillization Division, Bureau of Innovation Promotion, 

Department of General Affairs, Hokkaido Government, Kita 3-jo Nishi 6-chome, 
Chuo-ku, Sapporo 060-8588 Japan

　　　Phone : 011-204-5120　　
　
北海道告示第188号
　次のとおり随意契約の相手方を決定した。
　　令和８年４月14日
	 北海道知事　鈴　木　直　道
１　随意契約に係る特定役務の名称及び調達予定数量
⑴　道税総合情報処理システムオンライン業務及びセンタ処理業務　一式
⑵　道税総合情報処理システム申告書等処理業務（１件当たりの単価）
ア　自動車税申告書処理業務	 338,000件
イ　自動車税返戻納税通知書処理業務	 26,300件
ウ　自動車税あて名情報入力処理業務	 11,900件
エ　自動車税住所等調査管理票兼入力表処理業務	 5,300件
オ　自動車税住居表示変更対象者一覧表兼入力表処理業務	 3,000件
カ　自動車税減免等処理業務	 13,300件
キ　自動車税減免現況回答書処理業務	 40,300件
ク　不動産取得税承継取得入力票処理業務	 129,600件
⑶　道税総合情報処理システム入力媒体作成業務
ア　住所コード引き	 15,100件	（１件当たりの単価）
イ　ＡＮＫ	 77,565,600字	（１字当たりの単価）
ウ　漢字	 5,475,700字	（１字当たりの単価）

⑷　道税総合情報処理システムシーリング業務（１件当たりの単価）
ア　封かん	 338,600件
イ　封入・封かん　　2,342,400件

⑸　道税総合情報処理システムコレートアンドディタッチャー処理業務（１件当たりの単
価）　　205,900件

⑹　道税総合情報処理システムＣＤ－ＲＯＭ作成業務（１枚当たりの単価）
ア　マスタ	 82枚
イ　コピー　　681枚

⑺　道税総合情報処理システムプログラム作成業務（１人工当たりの単価）
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ア　プロジェクトマネージャ　　24.55人工
イ　プロジェクトリーダ　　　　60.44人工
ウ　システムエンジニア　　　　42.43人工
エ　プログラマ・オペレータ　　74.42人工

２　随意契約の相手方を決定した日
　　令和８年３月23日
３　随意契約の相手方の氏名及び住所
⑴　氏　名　　株式会社ＨＢＡ
⑵　住　所　　札幌市中央区北４条西７丁目１番地８
４　随意契約に係る契約金額
⑴　１の⑴　　　　181,183,200円
⑵　１の⑵のア	 57円
⑶　１の⑵のイ	 20円
⑷　１の⑵のウ	 71円
⑸　１の⑵のエ	 62円
⑹　１の⑵のオ	 62円
⑺　１の⑵のカ	 156円
⑻　１の⑵のキ	 29円
⑼　１の⑵のク	 30円
⑽　１の⑶のア	 25.3円
⑾　１の⑶のイ	 0.37円
⑿　１の⑶のウ	 1.16円
⒀　１の⑷のア	 3.9円
⒁　１の⑷のイ	 3.9円
⒂　１の⑸　	 33円
⒃　１の⑹のア	 16,800円
⒄　１の⑹のイ	 2,400円
⒅　１の⑺のア	 1,083,000円
⒆　１の⑺のイ	 959,000円
⒇　１の⑺のウ	 812,000円
�　１の⑺のエ	 714,000円

５　契約の相手方を決定した手続
　　随意契約
６　随意契約によった理由
�　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

372号）第11条第１項第２号の規定による。
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
⑴　名　称　　北海道総務部財政局税務課
⑵　所在地　　札幌市中央区北３条西６丁目

　
北海道告示第189号
森林法（昭和26年法律第249号）第25条の２第１項の規定により、次のように保安林を指

定する。
　　令和８年４月14日
	 北海道知事　鈴　木　直　道
１　保安林の所在場所　�　古宇郡泊村大字興志内村148・190の８・214の１・215の２・

216の４（以上５筆について次の図に示す部分に限る。）、36
の３、37の１、38の１、107

２　指 定 の 目 的　　土砂の崩壊の防備
３　指 定 施 業 要 件
⑴　立木の伐採の方法
ア　主伐は、択伐による。
イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
⑵　立木の伐採の限度　　次のとおりとする。	
　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道後志総
合振興局産業振興部林務課及び泊村役場に備え置いて縦覧に供する。） 

　
北海道告示第190号
農林水産大臣から、次のように保安林を指定する予定である旨、森林法（昭和26年法律第

249号）第29条の規定による通知があった。
　　令和８年４月14日
	 北海道知事　鈴　木　直　道
１�　保安林予定森林の所在場所　�　夕張郡由仁町川端1723地先（国有林。次の図に示す部分

に限る。）
２　指 定 の 目 的　　土砂の流出の防備
３　指 定 施 業 要 件
⑴　立 木 の 伐 採 の 方 法
ア　主伐は、択伐による。
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イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
⑵　立 木 の 伐 採 の 限 度　　次のとおりとする。	
　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林
務部林務局治山課及び由仁町役場に備え置いて縦覧に供する。） 

　
北海道告示第191号
地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第33条の２の規定に基づき、公共下水道事業の
下水道料金の収納事務の一部を委託したので、同条により準用する地方自治法第243条の２
第２項の規定により告示する。
　　令和８年４月14日
	 北海道知事　鈴　木　直　道
１　指定公金事務取扱者の名称

北洋システム開発株式会社
２　指定公金事務取扱者の所在地

札幌市豊平区月寒東２条９丁目７番１号
３　指定をした日

令和８年４月１日
４　委託をした日

令和８年４月１日
　
北海道告示第192号
　都市計画法（昭和43年法律第100号）第62条第１項の規定に基づく都市計画事業の認可の
告示（令和８年３月27日北海道開発局告示第24号）があったので、同法第66条の規定によ
り、次のとおり公告する。
　その関係書類は、北海道十勝総合振興局帯広建設管理部に備え置いて、一般の縦覧に供す
る。
　　令和８年４月14日
	 北海道知事　鈴　木　直　道
１　都市計画事業の種類及び名称
　　帯広圏都市計画下水道事業十勝川流域下水道
２　施行者の名称
　　北海道
３　事務所の所在地及び名称

　　帯広市東３条南３丁目１番地　北海道十勝総合振興局帯広建設管理部
４　事業地の所在
⑴　収用の部分
　　変更なし
⑵　使用の部分
　　変更なし

　
北海道告示第193号
都市計画法（昭和43年法律第100号）第62条第１項の規定に基づく都市計画事業の認可の

告示（令和８年３月27日北海道開発局告示第25号）があったので、同法第66条の規定によ
り、次のとおり公告する。
その関係書類は、北海道渡島総合振興局函館建設管理部に備え置いて、一般の縦覧に供す

る。
　　令和８年４月14日
	 北海道知事　鈴　木　直　道
１　都市計画事業の種類及び名称
　　函館圏都市計画下水道事業函館湾流域下水道
２　施行者の名称
　　北海道
３　事務所の所在地及び名称
　　函館市美原４丁目６番16号　北海道渡島総合振興局函館建設管理部
４　事業地の所在
⑴　収用の部分

　　　変更なし
⑵　使用の部分

　　　変更なし

総合振興局告示及び振興局告示

北海道日高振興局告示第14号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　令和８年４月14日
	 北海道日高振興局長　加　納　　　剛
１　落札に係る物品等の名称及び数量
⑴　入札番号１　乗用自動車の賃貸借（総務課）　一式（１月当たりの単価）　　１台分
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⑵　入札番号２　乗用自動車の賃貸借（産業振興部商工労働観光課）　一式（１月当たり
の単価）	 １台分

⑶　入札番号３　乗用自動車の賃貸借（産業振興部農務課）　一式（１月当たりの単価）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　	 １台分
⑷　入札番号４　乗用自動車の賃貸借（産業振興部水産課）　一式（１月当たりの単価）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　	 １台分
⑸　入札番号５　乗用自動車の賃貸借（産業振興部農村振興課）　一式（１月当たりの単
価）	 ２台分

２　落札を決定した日
　　令和８年３月18日
３　落札者の氏名及び住所
⑴　１の⑴
ア　氏　名　　北海道自動車リース株式会社
イ　住　所　　札幌市白石区本通14丁目南５番15号
⑵　１の⑵から⑸まで
ア　氏　名　　株式会社甲谷商会
イ　住　所　　浦河郡浦河町字西幌別番外地

４　落札金額
⑴　１の⑴　　43,648円
⑵　１の⑵　　39,600円
⑶　１の⑶　　39,600円
⑷　１の⑷　　41,690円
⑸　１の⑸　　87,340円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　令和８年１月30日付け北海道日高振興局告示第43号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道日高振興局総務課
　⑵　所在地　　浦河郡浦河町栄丘東通56号

道 立 病 院 局 告 示

北海道道立病院局告示第12号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　令和８年４月14日

	 北海道病院事業管理者　井　上　聡　巳
１　落札に係る物品等の名称及び数量（１単位当たりの単価）
⑴　アムロジピンOD錠2.5mg「明治」　2.5mg ／錠　PTP　10錠×10	 22箱
⑵　カーボスター透析剤・L　6L1瓶（炭酸水素ナトリウム液付）×1瓶　（A剤6L、
B剤7.6L）	 232箱

⑶　カーミパック生理食塩液 L　1.3L×5袋	 1,076箱
⑷　キンダリー透析剤2E　3組　（A剤2856g・B剤882g）	 347箱
⑸　コルスバ静注透析用シリンジ 17.5μg　17.5μg 0.7mL1筒×10筒	 7箱
⑹　コルスバ静注透析用シリンジ 25.0μg　25μg 0.7mL1筒×10筒	 6箱
⑺　コルスバ静注透析用シリンジ 35.0μg　35μg 0.7mL1筒×10筒	 6箱
⑻　ジスバルカプセル 20mg　20mg ／カプセル　PTP　10カプセル×10	 1箱
⑼　フォシーガ錠10mg　10mg ／錠　PTP　10錠×10	 5箱
⑽　フロセミド注20mg「NIG」　20mg1管×50管	 5箱
⑾　プロポフォール静注1％ 20mL「マルイシ」　200mg　20mL1管×5管	 62箱
⑿　ヘパフラッシュ 10単位 /mLシリンジ 10mL　先端ロック　PF10HF10US10mL×10	
	 173箱

⒀　ヘパリンNa注5千単位／5mL「モチダ」　5,000単位5mL1瓶×5瓶	 24箱
⒁　レケンビ点滴静注500mg　500mg5mL1瓶×1瓶	 19箱
⒂　生理食塩液「ヒカリ」　500mL1袋×20袋　（ソフトバック）	 282箱
⒃　生理食塩液「ヒカリ」　50mL×10瓶　（プラスチック）	 175箱
⒄　生理食塩液「ヒカリ」　100mL×10瓶　（プラスチック）	 125箱
⒅　硫酸バリウム散99.1％「共成」　SHAKE一般用　99.1％ 10g　バラ　300g×30本	 6箱
⒆　イオヘキソール 300注20mL「F」　64.71％　20mL1瓶×5瓶	 12箱
⒇　オーグメンチン配合錠250RS　（375mg）／錠　PTP　6錠×5	 31箱
�　スルバシリン静注用0.75ｇ　0.75ｇ×10瓶	 75箱
�　S・M配合散　分包　1.3g×840包	 2箱
�　アズノール軟膏0.033%　0.33mg/g　20g×10本	 9箱
�　ジスバルカプセル 40mg　40mg/カプセル　PTP　10カプセル×10	 1箱
�　ジプレキサ錠10mg　10mg/錠　PTP　10錠×10	 8箱
�　ソリタ -T配合顆粒3号　4g　4g×100包	 94箱
�　注射用水「フソー」　5mL1管×50管	 18箱
�　エソメプラゾールカプセル 20mg「ニプロ」　20mg/カプセル　PTP　10カプセル×
10	 6箱

�　セフメタゾールNa静注用1g「NP」　1g×10瓶	 31箱
�　生食注20mL「CMX」　20mL×60管　（プラスチック）	 316箱
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�　ウパシタ静注透析用150μgシリンジ　150μg1mL1筒×10筒	 10箱
�　シロドシンOD錠4mg「DSEP」　4mg/錠　PTP　10錠×10	 12箱
�　ベクルリー点滴静注用100mg　100mg1瓶×1瓶	 112箱
�　レケンビ点滴静注200mg　200mg2mL1瓶×1瓶	 32箱
�　オセルタミビルカプセル 75mg「サワイ」　75mg/カプセル　PTP　10カプセル×1	
	 13箱
�　セフトリアキソンナトリウム静注用1g「日医工」　1g1瓶×10瓶	 256箱
�　セフメタゾールナトリウム静注0.5g　ニチイコウ　0.5g×10瓶	 47箱
�　ビプレッソ徐放錠50mg　50mg/錠　PTP　10錠×10	 3箱
�　フェジン静注40mg　40mg/2mL×50管	 9箱
�　ポラプレジンクOD錠75mg「サワイ」　75mg/錠　PTP　10錠×10	 12箱
�　リスペリドン内用液1mg/mL「杏林」　0.1%1mL　2mL×50包	 30箱
�　インチュニブ錠1mg　1mg/錠　PTP　10錠×10	 5箱
�　エレンタール P乳幼児用配合内用剤80g　80g×10袋	 36箱
�　エレンタール配合内用剤80g　80g×14袋	 43箱
�　シナジス筋注液100mg　100mg1mL1瓶×1瓶	 70箱
�　セレニカR顆粒40%　400mg/g　バラ　100g×1瓶	 15箱
�　ニューモバックスNPシリンジ　0.5mL1筒×1筒	 24箱
�　ネオシネジンコーワ注1mg　1mg/1mL×10管	 56箱
�　ホストイン静注750mg　750mg　10mL1瓶×2瓶	 5箱
�　ロピオン静注50mg　50mg/5mL×10管	 28箱
�　生食溶解液キットH　100mL×10キット	 382箱
�　大塚生食注　細口開栓　500mL　細口開栓　500mL×20B	 28箱
�　大塚生食注2ポート 100mL　100mL1キット×10キット　（プラボトル）	 88箱
２　落札を決定した日
　　令和８年３月24日
３　落札者の氏名及び住所
⑴　１の⑴から⒅まで
ア　氏　名　　株式会社ほくやく
イ　住　所　　札幌市中央区北６条西16丁目１番地５
⑵　１の⒆から�まで
ア　氏　名　　株式会社モロオ
イ　住　所　　札幌市中央区北３条西15丁目１番地50
⑶　１の�から�まで
ア　氏　名　　アルフレッサ株式会社

イ　住　所　　東京都千代田区内神田１丁目12番１号
⑷　１の�から�まで
ア　氏　名　　エンゼル大洋薬品販売株式会社
イ　住　所　　札幌市豊平区豊平５条10丁目１番３号

⑸　１の�から�まで
ア　氏　名　　株式会社スズケン 
イ　住　所　　愛知県名古屋市東区東片端町８番地

⑹　１の�から�まで
ア　氏　名　　東洋薬品株式会社
イ　住　所　　帯広市東２条南８丁目14番地

⑺　１の�から�まで
ア　氏　名　　株式会社メディセオ
イ　住　所　　東京都中央区京橋３丁目１番１号

４　落札金額
⑴　１の⑴	 860円
⑵　１の⑵	 2,026円
⑶　１の⑶	 1,030円
⑷　１の⑷	 5,113円
⑸　１の⑸	 26,390円
⑹　１の⑹	 32,050円
⑺　１の⑺	 38,550円
⑻　１の⑻	 136,914円
⑼　１の⑼	 12,175円
⑽　１の⑽	 4,420円
⑾　１の⑾	 3,900円
⑿　１の⑿	 939円
⒀　１の⒀	 953円
⒁　１の⒁	 86,665円
⒂　１の⒂	 4,170円
⒃　１の⒃	 1,340円
⒄　１の⒄	 1,280円
⒅　１の⒅	 12,240円
⒆　１の⒆	 6,289円
⒇　１の⒇	 1,194円
�　１の�	 3,521円

�　１の�	 6,716円
�　１の�	 1,636円
�　１の�	 204,628円
�　１の�	 8,987円
�　１の�	 3,005円
�　１の�	 5,248円
�　１の�	 2,790円
�　１の�	 4,700円
�　１の�	 3,495円
�　１の�	 20,641円
�　１の�	 1,063円
�　１の�	 41,108円
�　１の�	 34,665円
�　１の�	 950円
�　１の�	 3,798円
�　１の�	 3,582円
�　１の�	 3,645円
�　１の�	 5,680円
�　１の�	 1,244円
�　１の�	 2,210円
�　１の�	 34,138円
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�　１の�	 5,900円
�　１の�	 5,600円
�　１の�	 80,000円
�　１の�	 3,201円
�　１の�	 4,100円
�　１の�	 835円

�　１の�	 11,300円
�　１の�	 2,440円
�　１の�	 1,886円
�　１の�	 4,190円
�　１の�	 1,880円

５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　令和８年２月10日付け北海道道立病院局告示第３号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
⑴　名　称　　北海道道立病院局経営企画課
⑵　所在地　　札幌市中央区北３条西７丁目

道 警 察 本 部 告 示

北海道警察本部告示第212号
　次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
　なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定
める政令（平成７年政令第372号）の適用を受ける。　
　　令和８年４月14日
	 北海道警察本部長　友　井　昌　宏
１　入札に付する事項
　⑴　調達をする物品等の名称及び数量
　　　交通反則告知書（一般用）（札幌方面）ほか33品目合計65,020点の製造
　⑵　調達をする物品等の仕様等　　入札説明書による。
　⑶　納 入 期 日　　令和８年７月31日（金）
　⑷　納 入 場 所　　入札説明書による。
２　入札に参加する者に必要な資格
　　次のいずれにも該当すること。
⑴　令和８年度に有効な道の競争入札参加資格のうち、印刷物の製造（印刷物の製造の資
格のうち、業種別に区分した分類25（フォーム印刷）に該当する者に限る。）の資格を
有すること。
⑵　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
⑶　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていな

いこと。
⑷　日本国内において、契約担当者等の求めにより北海道警察職員の立会いの下に、中間
検査に応じられること。

３　条件付一般競争入札参加資格の審査
⑴　この入札は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５の２の規定によ
る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の⑷に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければならな
い。
ア　申 請 の 時 期　�　令和８年４月14日（火）から同年５月15日（金）まで（日曜

日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178
号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時から午後５時ま
で

イ　申 請 の 方 法　�　申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな
ければならない。

ウ　申請書類の提出先　　郵便番号 060－8520　札幌市中央区北２条西７丁目
　　　　　　　　　　　　　　北海道警察本部総務部会計課
⑵　審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。

４　契約条項を示す場所　　　　　　　　　　
　　北海道警察本部総務部会計課
５　入札執行の場所及び日時
⑴　入 札 場 所　�　札幌市中央区北２条西７丁目　北海道警察本部１階入札会場

（送付による場合は、郵便番号 060－8520　札幌市中央区北２
条西７丁目　北海道警察本部総務部会計課）

⑵　入 札 日 時　�　令和８年５月25日（月）午後１時30分（送付による場合
は、同月22日（金）午後５時までに必着）

⑶　開 札 場 所　　⑴に同じ。
⑷　開 札 日 時　　⑵に同じ。

６　入 札 保 証 金
　　平成16年北海道告示第448号の１の⑴による。
７　入札説明書の交付に関する事項　
⑴　交 付 場 所　　４に同じ。
⑵　交 付 方 法　　⑴の場所で交付する。

　　　　　　　　　　　　　�　なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入
る返信用封筒（宛先を明記したもの）及び重量100グラムに見
合う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添え
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て、契約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。
　　　　　　　　　　　　　�　また、北海道警察本部のホームページ（https://www.police.

pref.hokkaido.lg.jp/）においてダウンロードすることができる。
８　落札者の決定方法及び契約書作成の要否
　　平成16年北海道告示第448号の２の⑴のア及び３の⑵による。
９　落札者と契約の締結を行わない場合
　�　落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を
講ずることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。
10　そ の 他
　�　平成16年北海道告示第448号の４の⑵、⑶、⑸、⑻、⑾及び⒁から⒃までによるほか、
次による。
　　契約に関する事務を担当する組織
⑴　名 称　　北海道警察本部総務部会計課
⑵　所 在 地　　郵便番号 060－8520　札幌市中央区北２条西７丁目
⑶　電 話 番 号　　011－251－0110　内線 2238

11　Summary
　Ａ　�Nature and quantity of the products to be procured : Traffic Violation Notice (General 

Purpose) (Sapporo Area) and other 33 items total 65,020 pieces
　Ｂ　Bid tendering date and time : 1 : 30 P.M., May 25, 2026
　　　(If mailed, bids must arrive no later than 5 : 00 P.M., May 22, 2026）
　Ｃ　Contact : Finance Division, General Affairs Department, Hokkaido Prefectural
　　　Police Headquarters, Kita 2-jo Nishi 7-chome, Chuo-ku, Sapporo 060-8520 Japan
　　　Phone : 011-251-0110 Extension 2238
　
正　誤
○令和６年３月26日（本号第491号）
北海道告示第166号（河川区域の廃止等により生じた廃川敷地等）中に次のとおり誤りが
あったので訂正する。
ページ　　欄　　行

60　　左　　15
誤　　63,339.65㎡
正　　63,341.82㎡
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